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宅配便の再配達は配送車両の運転手の労働時間の増加等につながる社会的に重要な問題である．再配達

の要因の一つに，単身世帯や女性就業者の増加による世帯の不在率が上昇したことが挙げられ，世帯不在

の実態を，交通調査や社会調査を活用して明らかにした研究が蓄積されている．そこで本研究では，世帯

不在の実態を踏まえた効率的な訪問最適化問題を考える．具体的には，巡回セールスマン問題に世帯の不

在率を考慮することで，移動距離を減少させながら，世帯不在を避けるような訪問順序を決定する問題で

ある．本稿では，その定式化，不在率を考慮した場合の経路選択例を示す． 

 

     Key Words: traveling salesman problem, households with every member out-of-home, home delivery, 

                        household travel survey 

 

 

1.   はじめに 

 

(1)   背景及び目的 

近年，ライフスタイルの変化とともに電子商取引が急

速に拡大し，宅配便の取り扱い個数が増加している．宅

配便の取り扱い個数は 2021年までの直近 5年で約 9.3億

個増加し，2021年度は約49.5億個に上っている注1)．一方

で，宅配便の個数のうち約 11.7%が訪問時の不在により

再配達となっている注 1)．トラックが利用される配達に

おける再配達の増加は二酸化炭素の排出量増加やドライ

バーの労働力増加等の大きな社会的損失を引き起こして

いる．再配達削減のための施策として，宅配ボックスの

設置や郵便局・コンビニエンスストアなどで一時的な荷

物預かりサービスは存在するが，再配達は依然として発

生している．そもそも生鮮食品，冷凍食品等の配達では

自宅の宅配ボックスの利用がしにくい場合もある． 

また，宅配便のみならず，訪問調査においても世帯不

在は効率的な調査の障害となる．例えば，2016年 4月の

熊本地震の応急仮設住宅での住まい意向調査を目的とし

た聞き取り訪問調査においても，訪問時の不在により，

仮設団地を何度も巡回することとなり，調査の長期化及

び調査員の身体的・精神的負担増が報告されている 1) 2)．

このように，世帯不在による再配達，再訪問は，重大な

社会問題の 1つといえる． 

本研究では，世帯の不在状況を考慮した訪問順序最適

化問題を構築することを目的とする．本研究で用いる世

帯の不在状況は，既往研究で提示された世帯不在率を活

用する．世帯構成員全員が不在の時間帯を世帯不在の状

態と定義し，ある時間帯において，対象世帯のうち世帯

不在の状態にある世帯の割合が世帯不在率と定義される
3)．既往研究の事例では，パーソントリップ調査（以下，

PT 調査）や社会生活基本調査等の，人の移動や生活時

間の配分に着目した社会調査から世帯不在率が算出され

ている．方法論として，既存の巡回セールスマン問題に

ついて，世帯不在率を考慮して改良する． 

 

(2)   既往研究のレビューと本研究の位置づけ 

配送計画問題や巡回セールスマン問題に関する研究は

これまで数多く蓄積されている．Kris et al.4)は 2009~2013

年に発行された配送計画問題の研究の分類を行なった．

時間枠制約や容量制約を考慮した基本的な配送計画問題

のみならず，配送車両の均一性や道路状況の不確実性に

着目した研究など幅広く行われていることが明らかにな

った．一方，世帯の不在に着目した研究については言及

されていなかった． 

世帯の不在に着目した研究例として，橋本 5)は，顧客

の在宅率に着目した配送経路の構築手法を提案している．

提案手法により，訪問時の世帯の在宅率を向上させた．
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ただ，在宅状況は実際のデータの裏付けのない仮想的な

設定で行われている．van Duin et al. 6)は，配送履歴データ

から配送結果を予測する方法を提案し，それを基に配達

の効率化のための提案を行った．その結果，宅配前に顧

客に配達時間について連絡を取ることが効率化に有効な

手段であることを示した．また，配達効率がその地域の

人口特性と密接に関係していることを明らかにした．

Shenle et al.7)は，世帯や中小企業の電気使用データから，

世帯不在率を算出し，配送計画問題に適用した．その結

果，不在率を考慮した結果が，訪問成功率を向上させ，

総移動距離を減少させることになった．Ohsugi and Koshi-

zuka8)は，電力スマートメータから取得されるデータを

もとに，在宅不在の予測を行い，経路選択に活用するこ

とで，87.5%の不在配達を減少させた．他にも，Ohsugi et 

al.9)は，不在率と不在配達のコストを考慮した巡回セー

ルスマン問題である Traveling Salesman Problem with Occu-

pancy Predictionを提案している．片橋ら 10)は，2016年4月

に発災した熊本地震の応急仮設住宅における聞き取り調

査の訪問データを利用し，世帯属性別の時間別在宅傾向

を基にした訪問の効率化法を構築した． 

このように，世帯不在率を考慮した研究は蓄積されつ

つある．ただ，実際の社会調査より算出した世帯不在状

況を活用した事例はない．社会調査から算出した不在率

の推定値は，スマートメータが未設置である場合や，そ

のデータが利用できない場合も適用可能である利点があ

り，研究の価値は少なくないと考える． 

次に世帯不在率を算出した研究の事例を示す．高橋ら
4)は熊本都市圏 PT調査のデータを用いて，個人及び世帯

不在率の算出法を構築し，不在率の実態を把握した．経

年比較を行い，15 年間で個人不在率に大きな変化はな

いが，世帯不在率は大幅に向上したことを明らかにした．

深堀ら 11)は，社会生活基本調査を用いた個人及び世帯不

在率の算出法の構築，経年変化を分析した．また，社会

生活基本調査と PT調査を比較することで，PT調査にお

けるトリップ記入漏れの可能性を示唆した．このように，

世帯不在を算出する事例はあるが，その実績を課題解決

に活用した事例は見当たらない． 

そこで，本研究では，実際の社会調査に基づく世帯の

不在状況を考慮した訪問の最適化手法を構築し，訪問調

査等の効率化に貢献する．本手法は PT 調査や社会生活

基本調査の新たな活用例にもつながると考えられる． 

 

 

2.   使用データ 

 

本研究で使用した世帯不在率は， Fukahori and 

Maruyama12) で利用されているデータを再度集計して作成

した．具体的には，1987，1997，2005，2015 年の計 4 回

分の全国 PT調査の全国 41都市データから算出した世帯

不在率を活用している．世帯属性の分類は，15 歳以下

の子供がいる世帯，現役世帯（20-64 歳世帯），高齢世

帯（65 歳以上の人のみで構成される世帯），その他の

世帯の 4種類である．算出した世帯属性別の世帯不在率

を図-1に示す． 

本研究では，図-2 のように xy 平面で，0 ≤ 𝑥 ≤

100,0 ≤ 𝑦 ≤ 100の範囲に顧客世帯が分布するとする．

その顧客世帯の分布をいくつかのパターンに分けて，分

析する．また，顧客世帯には，上記の 4種類の中からい

ずれかの世帯属性を付与する．出発地点である depot は

(𝑥, 𝑦) = (50,50) に設定する．  

 

 

3.   方法 

 

(1)   問題設定 

以下を仮定する． 

・8:00~20:00 の時間帯の間に，一台の配送者が全顧客世

帯を 1日で訪問する 

・顧客先での対応にかかる時間は無視し，0とする． 

・顧客が不在により訪問が失敗した場合には，後日再訪

問する． 

・再訪問は，訪問に失敗した顧客世帯をまとめて訪問し，

再訪問は必ず成功する．  

 

 

図-1 世帯属性別の世帯不在率 

 

 

図-2 世帯の設置パターン例 
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(2)   定式化 

まず，最初の訪問の最適化を定式化する．デポのノー

ドを𝜎(0)とし，顧客間で形成される有向グラフを𝐺 =

 (𝑉+, 𝐴) と す る ． 顧 客 の 集 団 を 𝑉 =

{𝜎(1), 𝜎(2), … , 𝜎(𝑖), … , 𝜎(𝑛)}とし，𝑉+  =  𝑉 ∪ {𝜎(0)}

がノードの集合，𝐴はリンクの集合とする．ノードは顧

客，リンクは顧客間の経路を示している．リンク

(𝜎(𝑖), 𝜎(𝑖 + 1))  ∈ 𝐴の移動距離𝑑𝑖,𝑖+1，移動時間𝑡𝑖,𝑖+1は

0 以上である．また，移動時間は，訪問者の移動速度に

依存するが，速度は一定を仮定する．訪問順序𝑆 =

[𝜎(1), …,  𝜎(𝑛)]とし，𝑛を訪問する顧客数とする．目的関

数はデポから最後に訪問する顧客までの移動距離と不在

率，最後に訪問する顧客からデポまでの距離を合計した

ものとし，この最小化を行う．また，顧客𝜎(𝑖)訪問時の

不在率を 𝑃𝑔(𝑖)(𝑡𝑖𝑚𝑒)とする．𝑔(𝑖)は顧客𝜎(𝑖)の世帯属

性を示す．𝑡𝑖𝑚𝑒は顧客の訪問時刻を示し，訪問開始時

刻の 8時を 0分として，終了時刻の 20時までの 720分を

値域とする．𝛼(≥ 0)は不在率の重みであり， 𝛼の値に

より目的関数に不在率が与える影響が変化する．  

min 𝑓(𝑆) = ∑ {

𝑑𝑘,𝑘+1

+𝛼 𝑃𝑔(𝑘+1) (∑ 𝑡𝑙−1,𝑙

𝑘

𝑙=1

)
} + 𝑑𝑛,0

𝑛−1

𝑘=0

(1) 

なお，今回の定式化では制約条件を設定しない．今後

の展開として時間枠制約，容量制約，複数の訪問者等の

制約条件を導入することを検討している． 

次に，顧客訪問時の不在判定について説明する．𝑝𝑟

を[0,1]の一様乱数とする． 

𝑝𝑟 >  𝑃𝑔(𝑖)(𝑡𝑖𝑚𝑒) (2) 

上記の場合に，顧客が在宅と判定され，訪問が成功した

とする．また，訪問失敗した顧客は後日再度訪問される．

再訪問時には，必ず訪問は成功するとする．なお，再訪

問の目的関数は，最初の訪問の定式化と異なり，不在率

を考慮せず，距離のみで構成される．再訪問順序𝑆′ =

[𝜎(1), …,  𝜎(𝑚)]と定義し，𝑚を再訪問する顧客数とする．

以下に再訪問時の定式化を示す． 

min 𝑓(𝑆′) = ∑ {𝑑𝑘,𝑘+1} + 𝑑𝑚,0

𝑚−1

𝑘=0

(3) 

 

(3)   ソルバー 

本研究では，メタヒューリスティクスの１つである反

復局所探索法を用いた．反復局所探索法の近傍操作には

2-opt法を用いている．汎用ソルバーである混合整数計画

ソルバーでは，不在の判定などの表現が困難だと判断し，

自由な設計が可能なメタヒューリスティクスを採用した．  

 

 

4.   結果と考察 

 

仮想の状況を設定して，目的関数に世帯不在率を考慮

した場合の結果を検証した．なお，式(1)において，不

在率導入前は不在率の重み𝛼が 0 の状態であり，𝛼 > 0

にすることで不在率を目的関数に導入する．徐々に𝛼の

値を大きくすることで，目的関数に不在率が与える影響

を大きくすることができる． 

初めに，開発したソルバーが想定通りの挙動をするか

どうか検証する．対角上に現役世帯とその他の世帯を合

計 4世帯設置した状況を想定する．この世帯の組み合わ

せが最も不在率の差が大きくなるため，この設定を採用

した．この場合の最短経路の例は図-3のようになる．こ

こで図-1より，時間経過すると現役世帯の不在率が特に

大きくなる．よって，不在率を考慮すると先に現役世帯

の顧客を 2世帯訪問してからその他の世帯を 2世帯訪問

する経路になることが推測される．この仮説を検証した． 

不在率を導入し，𝛼を大きくした結果，𝛼=846 の時に

経路変更が行われ，2 つの現役世帯の顧客を先に訪問す

る，図-4のような経路になった．従って，仮説通りの結

果となり，ソルバーが正常に機能していることが確認で

きた．訪問経路は不在率を導入することで，世帯不在を

避けることを優先した経路になり，走行距離は 124.85か

ら 148.28 に変化した．また，今回の検証では，𝛼を大き

くしないと経路変更は発生しなかった．これは，図-1よ

り，現役世帯とその他の世帯の不在率の差のオーダーが

0.01~0.1 単位であり，顧客間の距離と比べて，非常に小

さいためであると考えられる．  

次に，世帯属性が同じである顧客の集団を 2つ設定し

た結果を示す．図-5の左の顧客の集団の世帯属性をその

他の世帯，右の集団の世帯属性を現役世帯と設定する．

次に検証結果を示す．不在率導入前の経路選択の結果を

図- 5，不在率導入前後の比較結果の例を表-1に示す．な

お，表-1の結果は同じ条件下で，80回検証を行った結果

の平均を示している．今回の検証では，不在率導入前は，

その他の世帯の顧客集団を先に訪問していたが (図-5)，

不在率導入後は現役世帯の顧客集団を先に訪問する経路

選択を行っている．これは先ほどの検証と同じく，図-1

より，現役世帯の時間経過による不在率の増加が，その

他の世帯の不在率の増加よりも大きいことが原因だと考

えられる．従って，先に現役世帯を訪問する結果となっ

たと考えられる． 

また，不在率導入の結果，訪問時の顧客の平均不在率

が 2%減少する結果となった．よって，不在率を導入す

ることで，顧客の訪問が成功しやすくなりうることが示

唆された．初回訪問時の不在件数も，不在率導入後の方
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が平均で 1.21件少なく，再訪問時も含めた総移動距離

も少なくなることが明らかになった． 

 

 

5.   結論 

 

本研究では，既往研究の世帯不在率を活用した訪問最

適化問題を定式化した．経路選択に不在率を踏まえるこ

とで，訪問時の不在や再訪問時も含めた総移動距離を減

少しうる試算結果を示した．また，まだ検討の初期段階

であるが，社会調査から算出した世帯不在率の活用例に

ついて示すことができた．課題と今後の展開を以下に述

べる． 

1) 世帯配置を都市部や過疎地等の日本の世帯の配置

の様々な状況で検証を行う． 

2) 時間枠制約，容量制約，複数の訪問者等のより現

実に近い状況を再現する． 

これらの課題を解決することで，訪問調査や宅配便に

おける効率化に貢献できると考えている． 
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成果の一部です. 

 

NOTES 

注1) 国土交通省：宅配便の再配達削減に向けて，

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/re_delivery_reduce.html 
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図-3 不在率導入前の経路選択 

 

 

図-4 不在率導入後の経路選択 

 

 

図-5 不在率導入前の経路選択 

 

表-1 不在率導入前後の比較結果 

 
 

導入前

(𝛼=0) 

導入後

(𝛼=10) 

式(1) 

目的関数 

評価値* 118.4 151.7 

移動距離 118.4 117.8 

不在率 

評価値 
0 33.9 

平均不在率(%) 18 16 

不在件数 4.75 3.54 

式(4) 
目的関数評価値 

(移動距離) 
68.47 64.37 

 
目的関数評価値

の合計 
186.87 216.07 

 
移動距離の目的

関数値の合計 
186.87 182.17 

*移動距離と不在率評価値の合計が 

目的関数評価値となる． 
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